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流山市火災予防条例の一部を改正する条例（案）に係るパブリック  

コメント実施要領  

 

１  件名  

流山市火災予防条例の一部を改正する条例（案）に係るパブリック

コメント手続 

 

２  目  的  

  流山市火災予防条例の一部を改正する条例（案）について、市民の  

 皆様の御意見等をお伺いするためのものです。 

 

３  背景及び趣旨  

  平成２４年５月に広島県福山市で発生したホテル火災や平成２５年

２月に長崎市で発生した認知症高齢者グループホーム火災など、最近

発生した火災を受けた総務省消防庁が実施した緊急調査結果及びフォ

ローアップ調査結果等においては、重大な違反のある防火対象物がな

おも数多く存在しています。  

このような違反対象物に対して消防機関が消防法に基づく命令を行

った場合には、違反対象物に命令内容が公示されることになりますが、

それに至るまでには、相当の時間を要することから、その間、建物の

危険性に関する情報が利用者等に提供されない状況になります。  

このことを踏まえ、平成２５年１２月１９日付け消防予第４８４号

により、総務省消防庁次長から各都道府県知事及び各指定都市の市長

宛てに「違反対象物に係る公表制度の実施について」の通知（参考資

料１）があり、重大な消防法令違反のある防火対象物について、利用

者等に建物の危険性に関する情報を公表し利用者等の選択を通じて防

火安全に対する認識を高めて火災被害の軽減を図るとともに、防火対

象物の関係者（所有者、管理者又は占有者をいう。以下同じ。）によ

る防火安全体制の確立を図るため、政令指定都市を中心に実施するよ

う通知がありました。  

  これに合わせ、平成２７年３月３１日付け消防予第１３３号で総務

省消防庁次長から各都道府県知事宛てに「違反対象物に係る公表制度
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の実施の推進について」の通知（参考資料２）があり、平成２７年４

月には、全ての政令指定都市の消防本部においてこの公表制度が実施

される状況であることから、政令指定都市以外の消防本部におけるこ

の公表制度の実施についての積極的な推進を図ることが示されました

（消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条の規定に基づく

助言）。  

  さらに、平成２７年１２月９日付け消防予４７１号で総務省消防庁

予防課長から各都道府県消防防災主管部長、東京消防庁、各指定都市

消防長宛てに、管内人口２０万人未満の消防本部においても県内２０

万人以上の消防本部のうち１本部以上が実施後、概ね２年以内を目途

に実施することが望ましいと示されました。  

  現在、県内では、平成２９年４月１日から松戸市、船橋市等がこの

公表制度を実施している状況です。流山市においてもこの公表制度が

防火安全に対する認識を高めて火災被害の軽減を図るものである趣旨

に鑑み、流山市火災予防条例を改正した上で、公表制度を実施するこ

ととなりました。  

 

４ 流山市火災予防条例の一部を改正する条例（案）の目的  

  流山市においても、消防法令に関する重大な違反のある防火対象物

について、その法令違反の内容を利用者等へ公表することにより、利

用者（市民）等の防火安全に対する認識を高めて火災被害の軽減を図

るものです。  

 

５ 流山市火災予防条例の一部を改正する条例（案）及び新旧対照表  

  別紙資料１及び資料２のとおり  

 

６ 流山市火災予防条例の一部を改正する条例案の概要  

（１）概要 別紙資料３のとおり  

（２）各条項の主点  

  ア  第４８条の２第１項関係  

    重大な違反のある建物について、その違反の内容等を利用者へ  

公表することにより、利用者の防火安全に対する認識を高めて火  
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災被害の軽減を図ることにしました。  

  イ  第４８条の２第２項関係  

第１項の規定による公表をしようとするときは、防火対象物の  

関係者に事前に通知することを規定しました。  

防火対象物の関係者による防火管理業務の適正化及び消防用設  

備等の適正な設置促進を図るとともに、公表の時期を立入検査の

結果を通知した日から１４日を経過した日において、なお、当該

立入検査の結果と同一の違反の内容が認められる場合に、流山市

公告式条例（昭和２６年流山市条例第１号）第２条第２項に規定

する掲示場への掲示のほか、当該違反が是正されたことを確認で

きるまでの間、流山市ホームページ等へ掲載するとともに、消防

本部予防課及び消防署での閲覧により公表することにしました。  

  ウ  第４８条の２第３項関係  

この公表制度は、利用者への情報提供の一環であり、罰則的な  

ものではないことから、公表の対象となる防火対象物及び違反の

内容並びに公表の手続は、規則で定めます。  

公表の対象となる防火対象物は、消防法施行令（昭和３６年 

政令第３７号）令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）イ、

（６）項、（９）項イ、（１６）項イ、（１６の２）項及び（１６の

３）項に掲げる防火対象物で、消防法（昭和２３年法律第１８６

号。以下「法」という。）第１７条第１項の政令で定める技術上

の基準又は同条第２項の規定に基づく条例で定める技術上の基準

に従って屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知

設備を設置しなければならないもののうち、法第４条第１項に規

定する立入検査においてこれらの消防用設備等が設置されていな

いと認められたものとしました。  

 

７ 施行日  

  一定の周知期間を設け、平成３１年４月１日からの施行を予定して  

います。  
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８ 意見等を提出できるもの  

（１）市内に住所を有する者  

（２）市内に事務所又は事業所を有する者  

（３）市内に存する事務所又は事業所に勤務する者  

（４）市内に存する学校に在学する者  

 

９ 意見等募集期間  

  平成２９年９月１５日（金）から平成２９年１０月２０日（金）

まで  

 

１０ 公表方法及び閲覧場所  

  広報ながれやま（平成２９年９月１１日号）及び市ホームページに

掲載します。また、消防本部予防課、各消防署、市役所情報公開コー

ナー、各出張所、各公民館、おおたかの森センター、中央図書館、森

の図書館、木の図書館、生涯学習センター１階の窓口でも閲覧するこ

とができます。  

 

１１ 御意見等の提出方法   

自由様式又は別紙様式（市ホームページからダウンロードができま

す。）により平成２９年１０月２０日（金）【必着】までに、住所、

氏名、電話番号を明記の上、郵便、ファクシミリ、電子メールによる

提出、または直接書面を持参ください。お寄せいただいた御意見等に

対する市の考え方につきましては、広報ながれやま及び市ホームペー

ジで公表します。なお、個別の回答はいたしませんので御了承くださ

い。 

 

１２ 問い合わせ先及び提出先  

  〒２７０－０１７５  流山市三輪野山一丁目９９４番地  

  流山市消防本部予防課  

  電話０４（７１５８）０２７０  

FAX０４（７１５８）０２７６  


